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～多核連携のまちづくり～

　新潟市は，都市と自然・田園が調和した独自の

かたちを形成しています。

　この形態の維持を基本に，都心や各地域が，そ

れぞれの魅力を高めつつ，互いに連携しながらま

とまりのある質の高い市街地づくりに取り組んで

いきます。

凡例
区
市街地
自然・田園

５つの都市像で政令市新潟を描きます。

都 市 像 平成26年度を目標としたこれからの都市像を描きました。

地域と共に育つ，
　 分 権 型 協 働 都 市

分権型
政令市
分権型
政令市

大地と共に育つ，
　 田 園 型 拠 点 都 市

田園型
政令市
田園型
政令市

世界と共に育つ，
　 日 本 海 交 流 都 市

日本海
政令市
日本海
政令市

安心と共に育つ，
　 く ら し 快 適 都 市

安心型
政令市
安心型
政令市

市民が共に育つ，
　 教 育 文 化 都 市

創造型
政令市
創造型
政令市

●踏まえた時代の潮流
１.本州日本海側初の政令指定都市のスタート

２.地方分権の一層の進展

３.自立と協働の時代への移行

４.少子高齢化の進行と共同参画の重要性の高まり

５.多様な機会のある社会の必要性の高まり

６.経済における国際化の進展と都市間競争の激化

７.環境問題の重要性の高まり

８.自分らしく豊かな人生への志向の高まり

北東アジアに向かい合う
優位性と拠点性を活かしていきます。
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人口（区別住民基本台帳人口・区別外国人登録人口）

区別人口（住民基本台帳人口）・世帯数 
（平成22年４月30日現在）※外国人登録人口を含みません。

区別人口比（住民基本台帳人口） 
（平成22年４月30日現在）※外国人登録人口を含みません。

区別面積比 
（平成19年10月１日現在） 

位　置 

区別外国人登録人口・人口比 
（平成22年４月30日現在）

本台帳人口）・世帯数 
現在）※外国人登録人口を含みません。

現在）

（上段：人口　
下段：世帯数） 

（　　） 
北区 

107.92㎢ 

77,752
26,744

（　　）
東区 

38.77㎢ 

138,980
56,546

（　　） 
江南区 

75.46㎢ 

69,465
24,512

（　　） 
中央区 

37.42㎢ 

173,095
79,866

（　　）
秋葉区 

95.38㎢ 

78,596
27,177

（　　）
西区 

93.81㎢ 

156,207
62,743

（　　） 
南区 

100.83㎢ 

47,547
14,548

（　　） 
西蒲区 

176.51㎢ 

62,204
19,131

中央区
173,095人
21.5％

南区
47,547人
5.9％

西蒲区
62,204人
7.7％

江南区
69,465人
8.6％

北区
77,752人
9.7％

秋葉区
78,596人
9.8％ 東区

138,980人
17.3％

西区
156,207人
19.4％

総人口
803,846人

外国人
登録人口総数
4,621人

中央区
1,434人
31.0%

南区
89人
1.9%

西蒲区
191人
4.1%

江南区
244人
5.3%

秋葉区
270人
5.8%

北区
648人
14.0％

西区
870人
18.8%

東区
875人
18.9%

0 100 200 300 400 500 600 700（㎢）

資料：総務課 

資料：市民総務課 

西蒲区 
24.3％ 

北区 
14.9％ 

南区 
13.9％ 

秋葉区 
13.1％ 

西区 
12.9％ 

江南区 
10.4％ 

中央区 5.2％ 
東区 5.3％ 

極東 

極西 

極南 

極北 

東経 

東経 

北緯 

北緯 

139°16’00” 

138°47’03” 

37°40’45” 

37°59’36” 

面積：726.10㎢ 
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都市整備関係

都市政策部都市政策部

建　築　部建　築　部

土　木　部土　木　部

下 水 道 部下 水 道 部

区　役　所区　役　所
（北・秋葉・南区役所）

区　役　所区　役　所
（東・中央・江南・西・西蒲区役所）

　都市計画課

　市街地整備課

　　まちづくり支援室

　都市交通政策課
　港湾空港課
　　空港対策室
新潟駅周辺整備事務所
　総務課　

　整備課

　

　住環境政策課

　建築行政課
　公共建築第１課
　公共建築第２課

　土木総務課

　　河川対策室
　道路計画課
　公園水辺課
　技術管理課
東部地域土木事務所
　維持管理課

　建設課

西部地域土木事務所
　維持管理課

　建設課

　経営企画課

　下水道計画課
東部地域下水道事務所
　普及推進課
　建設課
西部地域下水道事務所
　普及推進課
　建設課
下水道管理センター
　維持管理課
　施設管理課

　建設課

　下水道課

　建設課

都市計画の企画・調査、各種都市計画・事業計画の調整

土地区画整理事業・開発行為等の総括，市街地再開発事業
等の推進

まちづくり活動の支援，まちづくりの推進に係る調査・計
画・事業の調整

都市交通に係る総合的な施策の推進

新潟港・新潟港海岸の振興及び整備促進

新潟空港の振興・整備促進，空港周辺の環境整備

新潟駅周辺整備に係る用地の取得・管理

新潟駅周辺地域の都市拠点形成,市街地整備,街路整備,連続
立体交差事業

住環境整備の調査・計画・推進，住宅建築相談，市営住宅の
管理及び整備，景観，屋外広告物，風致の相談・規制・誘導

建築許可・建築確認申請等，建築物等の検査

庁舎その他の公共建築物の建築・修繕

道路・橋りょう等の管理の総括，道路の路線認定，特殊車
両の通行許可

河川・水面利用，海岸保全施設の整備促進・調整

道路・街路事業の調査・計画，万代島ルート線整備促進

公園・緑地等の調査・計画・管理の総括，緑化の推進

土木・建築工事の積算基準・標準仕様書等の作成

国県道の維持補修に係る設計・施工

国県道の新設改良，市道の新設改良に係る設計・施工
大規模な公園・緑地の新設

国県道の維持補修に係る設計・施工

国県道の新設改良，市道の新設改良に係る設計・施工
大規模な公園・緑地の新設

下水道使用料・受益者負担金等の総括，下水道事業の経
営・企画・調整

基本計画・事業計画・整備計画，応急排水事業

下水道使用料・受益者負担金等，水洗化の普及，排水設備

公共下水道の管渠の新設

下水道使用料・受益者負担金等，水洗化の普及，排水設備

公共下水道の管渠の新設

下水道用地の占用の許可，公共下水道の管渠の維持管理

処理場・ポンプ場の建設・維持管理，水質の試験・検査

都市計画，屋外広告物，土地区画整理事業，開発行為，ま
ちづくり支援，市営住宅，道路・公園の占用許可，私道助
成，除雪，国県道の維持補修，市道・公園・緑地の新設・
維持補修

下水道使用料，受益者負担金等，水洗化の普及，排水設
備，公共下水道の管渠の新設・維持管理

都市計画，屋外広告物，土地区画整理事業，開発行為，ま
ちづくり支援，市営住宅，道路・公園の占用許可，私道助
成，除雪，市道・公園・緑地の維持補修
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平成22年度予算
予 算 総 括  中央卸売市場事業会計 0.19%

と畜場事業会計 0.13%
母子寡婦福祉資金貸付事業会計 0.06%
農業集落排水事業会計 0.05%
駐車場事業会計 0.04%
老人保健事業会計 0.01%
土地取得事業会計 0.00%
横越地区家畜診療事業会計 0.00%

介護保険事業会計　8.54％

一般会計
54.92％

国民健康保険事業会計　11.64％

病院事業会計　3.31％水道事業会計
4.00％

下水道事業会計
9.57％

特別会計その他
0.48％

後期高齢者医療事業会計　1.08％
公債管理事業会計　6.47％ 予算額

644,022,381千円

一般会計歳入 

一般会計歳出 

歳　入
353,700,000千円

歳　出
353,700,000千円

一般会計土木費歳出 

土木費
57,819,727千円

※太線内は特別会計 

分担金及び負担金 1.61%
地方譲与税 1.03%
地方特例交付金 0.41%
自動車取得税交付金 0.27%
財産収入 0.22%
寄附金 0.17%
交通安全対策特別交付税 0.12%
利子割交付金 0.10%
配当割交付金 0.04%
石油貯蔵施設立地対策等交付金 0.02%
株式等譲渡所得割交付金 0.01%
ゴルフ場利用税交付金 0.01%
国有提供施設等所在市町村助成交付金　0.00%
繰越金 0.00%

市税
32.11％

その他
4.01％軽油引取税交付金　1.73％

地方消費税交付金　2.28％
使用料及び手数料　2.28％

繰入金　2.44％
県支出金　3.95％

諸収入
10.32％

国庫支出金
12.98％

地方交付税
13.68％

市債
14.21％

民生費
26.68％

その他
0.85％

農林水産業費　2.42％
消防費　2.88％

諸支出費　3.84％

商工費
6.72％

教育費
8.12％

衛生費
9.12％

公債費
10.10％ 総務費

12.92％

土木費
16.35％

労働費 0.54%
議会費 0.29%
予備費 0.02% 建築費　1.58％

住宅費　3.26％ その他　1.94％

都市計画費
45.99％道路橋りょう費

37.47％

公園緑地費
9.75％

都市排水応急対策費 1.39%
港湾空港費 0.53%
土木管理費 0.03%
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